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消費者物価指数（全国・ 年７月）
～エネルギー以外の伸び悩みが続く～
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○前月から大きな変化無し。物価の基調に強さはみられず

総務省から発表された 年７月の全国消費者物価指数（生鮮食品除く）は前年比＋ ％となった。

上昇率は前月と変わらず、市場予想の＋ ％を下回る結果となっている。先に公表されていた７月分

の東京都区部の結果ではコア、コアコアとも上昇率が拡大していたことから、全国でも同様の展開を

予想する向きが多かったが、結果は前月と変わらず、期待外れに終わっている。７月分の都区部では

家賃の上昇が押し上げ要因になっていたが、全国ではそうした動きはみられなかったことに加え、全

国では大手電力会社の値下げが反映されていることも都区部と全国の結果の違いに影響している。７

月の都区部の上振れは一時的なものであったことを確認させる結果である。

７月の全国については、エネルギー、エネルギー以外とも６月の結果から大きな変化はなく、ほぼ

現状維持という内容である。ＣＰＩコアはゼロ％台後半で一進一退の推移を続けているが、押し上げ

に寄与しているのはエネルギー価格であり、エネルギー以外については伸び悩みが続いているという
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(出所）総務省統計局「消費者物価指数」
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状況に変化はない。当面こうした傾向に変化はなさそうだ。

○エネルギー以外が伸び悩み

エネルギー価格は前年比＋ ％と、前月と同じ伸びだった（前年比寄与度：６、７月とも＋ ％

）。石油製品価格は前月比＋ ％、前年比＋ ％（前年比寄与度：６月＋ ％ → ７月＋

％ ）とやや上昇した。もっとも、原油価格の上昇にはこのところ歯止めがかかっており、ガソ

リン、灯油価格も前月比での上昇ペースは鈍化している。前年比でもそろそろピーク感が出始めてお

り、秋以降はプラス寄与が縮小する可能性があることに注意が必要だ。一方、電気代は前月比▲ ％、

前年比＋ ％（６月＋ ％）と前月から鈍化している。電気代については、過去の燃料価格上昇の

影響を受けてプラス傾向が続いているが、７月については大手電力会社による値下げの影響で前月比

マイナスとなった。８月以降は再び前月比プラスに戻るだろう。電気代・ガス代については過去の燃

料費価格反映に時間がかかることから、当面前年比での伸び率は拡大する可能性が高い。石油製品、

電気代・ガス代を合わせたエネルギー価格全体でみれば、しばらくは前年比で高止まりが続くことに

なるだろう。

エネルギー以外については伸び悩みが継続している。除く生鮮食品・エネルギー（日銀版コアコア）

は前年比＋ ％（６月：＋ ％）と前月からプラス幅が拡大したのだが、小数点第２位までみると

６月が＋ ％、７月が＋ ％と、ほとんど変化はない。また、除く食料・エネルギー（米国型コ

ア）も６月が前年比＋ ％、７月が＋ ％と変わらず。日銀版コアコア、米国型コアとも、 年

３月頃を境として頭打ち感が目立つようになっている。耐久財や食料等、 年の上昇を牽引した品目

において、円安効果の一巡から頭打ち感が出ていることに加え、そもそもの問題として、個人消費に

力強さが欠けることから企業が値上げに踏み切れないといったことが背景にあるのだろう。値上げに

対する企業の慎重姿勢は想定していた以上に強いようだ。日銀版コアコアについては、「景気回復の

持続に伴う需給バランスの改善の影響が顕在化することで緩やかに上昇する」というシナリオを変更

する必要はないと思われるが、その改善ペースについてはかなり緩やかなものにとどまりそうだ。

○＋１％到達は微妙。日銀はいずれ再度の下方修正へ

ＣＰＩコアは、先行き前年比で＋ ％～＋ ％程度の推移を予想している。エネルギー価格のプ

ラス寄与は高止まりが予想され、引き続きＣＰＩコアの上昇を支えるだろう。一方、エネルギー以外

の部分については前述のとおり改善の鈍さが目立つ状況であり、先行きも目だって伸びを高めるには

至らないだろう。ＣＰＩコアで前年比＋１％に届くかどうかは微妙なところである。

日本銀行は７月 日に公表した展望レポートにおいて消費者物価見通しを下方修正したが、その予

測値は 年度が前年比＋ ％、 年度が＋ ％（消費税要因を除く）と、それでもまだ高いものに

とどまっている。下方修正を行ったばかりではあるが、日本銀行は、いずれ再度の下方修正を余儀な

くされる可能性が高いだろう。
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（出所）総務省統計局「消費者物価指数」

（注）消費税率引き上げの影響は除いている
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